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にも、自己の独立した職業活動にも帰することができない（weder ihrer gewerblichen noch ihrer 
selbsändigen beruflichen Tätigkeit）目的」の行為であるかどうかで判断することとしている26。ただし
問題となる行為が13条に該当しないと解される場合でも、そのことからただちに起業者は事業者とみ
25　BGH NJW2005, 1273, BGH NJW 2008, 435. 
26　 Soergel, Bürgerliches Gesetzbuch mit Einführungsgesetz and Nebengesetzen, Kommentar, Allgemeiner 
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Zweck ［tätig wird］, der nicht der beruflichen oder gewerblichen Tätigkeit dieser Person ... zugerechnet 
werden kann）」行動する者であると解釈した。その上で、将来の事業行為を目的とした契約を、現時点で
事業者でない者が締結したとしても、その契約締結行為は事業者行為とみなすとした。この解釈に従い、
Benincasa氏は消費者とはみなされないと判断した。
＜ドイツ民法典条文訳＞53
BGB14条　事業者
⑴ 事業者とは、法律行為を自己の営業活動又は自己の独立した職業活動として行う自然人若しくは法人又
は権利能力を有する人的会社をいう。
⑵権利能力を有する人的会社とは、権利を有し、義務を負う能力を備えた人的会社をいう。
BGB312g条１項　撤回権
⑴消費者は、営業所外で締結された契約及び遠隔販売契約に際して、第355条の規定に従って撤回権を有する。
BGB355条　消費者契約における撤回権
⑴ 消費者に対し法律により、この規定による撤回権が認められている場合において、消費者が、期間を遵
守してその意思表示を撤回したときは、消費者及び事業者は、契約の締結に向けて行われた各々の意思
表示に拘束されることはない。撤回は、事業者に対する意思表示によって行う。その意思表示からは、
50　第5条1項1号
 　 締約国の領域内に住所を有する者は、次に定める場合においては、被告として他の締約国裁判所の管轄に服
する。
 　1.  契約または契約に基づく請求権が訴訟の目的であるときは、その義務が履行された地または履行せられる
べき地の裁判所
 　　（岡本善八「1978年『拡大EEC判決執行条約』（1）」同法31巻2号（1979年）85頁。）。
51　条約13条1項
 　 その者の営業上又は職業上の目的と異なる目的に基づく者（以下これを消費者という）により締結せられた
契約に関する訴訟の管轄は、第4条並びに第5条第5号に定める場合を除き、次に掲げる契約については、第4
節の規定するところによる。（岡本・前掲注50・89頁。）。
52　条約14条1項
 　 消費者は、契約の相手方に対し、その相手方が住所を有する締約国、もしくは消費者自身が住所を有する締
約国のいづれの裁判所においても訴を提起することができる。（岡本・前掲注50・89頁。）。
53　 国立国会図書館・前掲注21・7頁、国立国会図書館調査及び立法考査局編『基本情報シリーズ⑳ドイツ民法
Ⅱ（債務関係法）』（2015年）25頁、36頁による。
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契約の撤回に対する消費者の決断が一義的に読み取れなければならない。撤回は、理由を含むことを要
しない。期間の遵守には、撤回の適時の送付で十分とする。
⑵撤回の期間は、14日間とする。撤回の期間は、別段の定めがない限り、契約締結時に開始する。
⑶ 撤回がなされた場合には、受領した給付は、遅滞なく返還しなければならない。法律が、返還の最長期
間を定めているときは、その期間は、事業者に対しては、撤回の意思表示の到達時に、消費者にとっては、
撤回の意思表示の発信時に開始する。消費者は、この期間を、商品の適時の発送により遵守するものと
する。事業者は、撤回の場合において、返送の危険を負担する。
